
 
 

２ 自主防災組織から市への情報伝達

自主防災組織から市（市避難所、防災支部を含む。）への伝達は、一般電話、携帯電話、

電子メール又は口頭で行います。市避難所又は防災支部に伝達できれば、防災行政無線も

活用して市役所本庁まで伝達できます。 
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 一般電話

 携帯電話

 防災行政無線

 電子メール

 口頭

 一般電話
 携帯電話
 口頭
 電子メール

 一般電話
 携帯電話
 口頭

 一般電話
 携帯電話
 防災行政無線
 口頭

自主防災組織自主防災組織

 
 

Ⅵ 情報収集・伝達体制（風水害警戒期・発災直後）

１ 市から自主防災組織への情報伝達  

市から自主防災組織への伝達（風水害警戒期・発災直後）は、緊急速報メール、メール

マガジン、マスコミ、コミュニティ 、広報車を通じて行われる他、状況に応じて市避
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担無）。
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防災情報をメールで情報発

信するものです。
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れば、誰でも携帯電話、パ
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４ 家族との連絡方法                      

 災害時、一般電話や携帯電話が通じにくくなった場合の連絡方法としては、災害用伝言

ダイヤル１７１（ＮＴＴ）や災害用伝言板サービス（携帯電話）などがあります。いずれ

とも、お互いがその利用方法を知っていなければ効果はありませんので、地域ぐるみでそ

の習熟を呼びかけましょう。 

 一般の携帯電話メールは、音声による連絡よりもつながる可能性があるとされていま

す（規制基準の相違による）。 

 公衆電話は、通話規制がかからない電話であり、通じる可能性があります。状況によ

っては無料化の措置も講じられますが、最初は硬貨を投入する必要がありますので、

１０円、１００円硬貨を用意しておくことが望まれます。 

 公衆電話設置場所を、いざというときのために確認しておくことが望まれます。 

 

NTT 東日本 http://service.geospace.jp/ptd-ntteast/PublicTelSite/TopPage/ 

NTT 西日本 http：//www.ntt-west.co.jp/ptd/map/  

停電になると、ＦＡＸ機能等が付いた多機能電話機の多くは通話もできなくなります。

一方、単体の電話機は電話線を通じて電源を確保していますので、停電時にも使える

可能性があります。自宅にそうした電話機がある場合は、いざいというときのために

保管しておくと良いでしょう。 

（１）災害用伝言ダイヤル（１７１）・災害用伝言板（ｗｅｂ１７１） 

このサービスは、被災地にいて安否を知らせたい人が自身の安否を録音し、被災地外に

いる人がその録音を聞いて安否の確認をするものです。一度の録音で複数の人が確認でき

ま す 。 ま た 、 イ ン タ ー ネ ッ ト を 活 用 し た 「 災 害 用 伝 言 板 （ ｗ ｅ ｂ １ ７ １ ）」

（https//www.web171.jp）も提供されています。このシステムは、被災地にいる人が

テキストによる安否情報を伝言板として登録することで、その情報を被災地外の人が検索

し、安否確認をするものです。 

（２）災害用伝言板サービス（携帯電話・スマートフォン） 

携帯電話の「災害用伝言板」サービスに入り、自分の状況（無事、避難所にいる等）を

入力しておくと、家族がそれを見て状況を確認できます。もちろん、逆（家族が保存した

メッセージを自分が確認すること）も可能です。あらかじめ指定した家族や友人に対して、

災害用伝言板に登録したことをメールで知らせることも可能です。 

※(1)(2)ともに、毎月 1 日と 15 日、防災週間、正月三が日、防災とボランティア週間に 
は体験利用が可能となっています。 

（３）メールやＳＮＳなど 

インターネット回線を利用したスマートフォン・携帯電話のメールや SMS、Facebook

や Line などの SNS なども災害時は有効と言われています。 

公衆電話設置場所検索 検索☚クリック！ 

 
 

３ 防災情報の収集手段

自主防災組織が独自に防災情報を入手する手段としては、一般のテレビ、ラジオ、イン

ターネットホームページ（気象庁等）の他、県河川・砂防情報システム（ホームページ）

にアクセスして降雨状況や土砂災害警戒に関する情報を収集したり、あらかじめ県の防災

メール配信の登録をしておき水位情報等を自動的に入手するものがあります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
こ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

○テレビ、ラジオ

▫天気予報

▫ニュース

○インターネットホームページ

 
 
 
防災アプリ（NHK・yahoo 等） 
※山形市ホームページ「なんた

っす山形」の『防災情報』から

もアクセスできます。 

▫山形県河川・砂防情報

システム

・洪水予報

・土砂災害警戒情報

など

▫山形県河川砂防情報メール

・洪水予報

・土砂災害警戒情報

・気象警報・注意報

・雨量の観測情報

・水位の観測情報

 

 

自主防災組織

アクセス

アクセス

自動入手

▫山形市防災情報メールマガジン

▫山形市公式フェイスブック

（登録必要） 

▫緊急速報メール

▫全国瞬時警報システム

（Ｊアラート）

など

▫防災情報提供センター

（国土交通省）

・リアルタイム雨量

など

（登録不要） 

▫気象庁（気象台）による 

気象警報の危険度分布 

・大雨警報（浸水害）の危険度分布

・洪水警報の危険度分布 

・土砂災害警戒判断メッシュ情報 

など 
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